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間接費に注目が集まっています
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近年、間接費に注目が集まっています。

従来から、ほとんどの企業が部品や素材など自社製品に直結する直接費に関して調達や管理を進め、

改革が一定の成果を出している一方、自社製品に直結しない間接費については管理する部門が不明

確であったり、コストの詳細が可視化しきれていなかったりと、課題点が多く残る現状にあります。

材料費、輸送費、直接人件費 主な対象 出張費、交際費、事務用品費

多額×規則的 発生の特徴 少額×大量×不規則

専門購買部門 所轄部門 社内の様々な部門

標準化が進んでいる プロセス
改革が進んでいない
個人のやり方が残る

直 接 費 間 接 費

業務プロセスが確立されており
改革余地は限定的

改革が手つかず
改善余地がまだまだある
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図1 直接費と間接費の管理状況比較

直接費と間接費の管理状況比較

図1で示されているように、まだ改善の余地が残る間接費ですが、そのうちのどの項目から手を

付ければ効果的でしょうか。



だから出張費改革を進める企業が多い
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間接費には数多くの項目がありますが、その中でも「出張費」は削減効果が高いこと、他経費と比べ実

現スピードが速いこと から、最も注目すべきアイテムとされています。
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加えて昨今出張費改革が進む要因として、航空会社の統廃合や、企業のグローバル化による出張機

会の増加、出張手配のオンライン化の波が挙げられます。

国内外で活動する企業がより費用を抑え効率よく利益を上げていくために、出張費の改革に今正に取

り組むべき時代に入っています。

図2 間接費見直しにおける優先付け
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・効果ボリュームが大きい

第1優先



お問い合わせ窓口のご案内
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ご不明な点のお問い合わせや、さらに詳しく聞きたいというご要望などがございましたら、

下記連絡先までお気軽にご連絡ください。弊社のコンサルタントがわかりやすくご説明させていただき

ます。
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Tel ：03-5776-7286
Email： info@toprep.co.jp
担当 ：樋下田(ひげた)  /   佐藤(さとう)
営業時間：平日 9:00 – 17:00

ホームページからもお問い合わせいただけます。
https://www.toprep.co.jp/

東京都港区浜松町2-6-2 浜松町262ビル

https://www.toprep.co.jp/
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株式会社トップレップ / TOPREP CORPORATION

２０１５年にトッパングループより出張旅費専門のコンサルタント会社として設立されました。

従来のコンサルティング会社とは異なる専門的アプローチから、グローバルで活躍する企業（特に日本企業）を対象として、間接費の中でも特
に大きな割合を占める出張費の削減・最適化を主軸に、旅費規定やご出張者の安全配慮、サプライヤ契約内容等の交渉代行およびコンサル
ティングを展開いたします。

TOPREPの詳細については https://www.toprep.co.jp/ をご覧ください。


